
食安監発第0622001号

平成２１年６月２２日

都 道 府 県

各 保健所設置市 衛生主管部（局）長 殿

特 別 区

厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安全課長

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法について（依頼）

、 （ 。 「 」標記については 産業活力再生特別措置法 平成１１年法律第１３１号 以下 法

という ）が一部改正され、本日から施行されることとなったところです。これによ。

り、法においては、別添１のとおり、財務状況が悪化している中小企業者の収益性

のある事業を事業譲渡等により他の事業者に承継させ、その再生を図ることを支援

するため、新たに「中小企業承継事業再生計画」の認定制度が創設されることとな

ったところです。

当該制度においては、事業者が法第３９条の２に規定する中小企業承継事業再生

計画に基づき、事業譲渡等により他の事業者に事業を承継する場合、産業活力の再

生及び産業活動の革新に関する特別措置法施行令（平成１１年政令第２５８号。以

下「政令」という ）第９条で定める特定許認可等のうち、当該計画に記載したもの。

については、法第３９条の４の規定に基づき、新たに特例として事業の承継ととも

に特定許認可等の承継が認められることとなります。厚生労働省が所管する法律と

しては、別添２のとおり、旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の

規定による許可が対象となっており、本年６月１２日付けで、健康局生活衛生課か

ら、別途通知されています。

一方、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第５２条に規定する営業許可に

ついては、政令第９条第１項に規定されてはおりませんが、中小企業承継事業再生

計画に基づき事業の承継を行う事業者が新規に当該許可の申請をした場合にあって

は、事前に審査を実施する等、当該計画に基づく手続の進行に合わせて必要な手続

を進め、事業者が事業の承継後、許可要件に適合するにもかかわらず、許可が行わ

れないことにより、事業活動に空白期間が生じないよう特段の配慮方お願いいたし

ます。

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項

の規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。



【参照条文】

（ ）○ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法 平成１１年法律第１３１号

（中小企業承継事業再生計画の認定）

第３９条の２ 特定中小企業者及び承継事業者（承継事業者となる法人を設立しようとす

る者を含む ）は、共同で（特定中小企業者が承継事業者となる法人を設立しようとす。

る者である場合においては、特定中小企業者は、単独で 、その実施しようとする中小）

企業承継事業再生に関する計画（以下「中小企業承継事業再生計画」という ）を作成。

し、主務省令で定めるところにより、これを平成２８年３月３１日までに主務大臣に提

出して、その認定を受けることができる。

（略）

、 （ （ ）３ 中小企業承継事業再生計画には 特定許認可等 行政手続法 平成５年法律第８８号

第２条第３号の許認可等であって、それに基づく地位を特定中小企業者が有する場合に

おいて当該地位が承継事業者に承継されることが中小企業承継事業再生の円滑化に特に

資するものとして政令で定めるものをいう。以下この条から第３９条の４までにおいて

同じ ）に基づく特定中小企業者の地位であって、当該中小企業承継事業再生のために。

承継事業者が承継しようとするものを記載することができる。

（特定許認可等に基づく地位の承継等）

第３９条の４ 認定中小企業承継事業再生計画に第３９条の２第３項の特定許認可等に基

づく特定中小企業者の地位が記載されている場合において、当該認定中小企業承継事業

再生計画に従って承継事業者が事業を承継したときは、当該承継事業者は、当該特定許

認可等の根拠となる法令の規定にかかわらず、当該特定許認可等に基づく特定中小企業

者の地位を承継する。

○ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法施行令（平成１１年政令第２

５８号）

（特定許認可等）

第９条 法第３９条の２第３項の政令で定める許認可等（以下この条において「特定許認

可等」という ）は、次のとおりとする。。

一 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の規定による許可

二 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定による許可

三 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第３条の規定による許可

四 火薬類取締法第５条の規定による許可

五 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第４条第１項の規定による許可

六 ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第３条の規定による許可

七 ガス事業法第３７条の２の規定による許可

八 熱供給事業法（昭和４７年法律第８８号）第３条の規定による許可

九 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第３条の規定による許可

２～４ （略）

（別添１）



中小企業の再生の更なる円滑化について中小企業の再生の更なる円滑化について

世界経済の減速に伴う輸出減少や我が国の景気後退の影響により、中小企業の景況感は一段と悪化。
地域の経済活動に貢献している優良な事業部門を有する中小企業さえも事業存続の危機。
優良な事業を存続させるため、中小企業の第二会社方式第二会社方式による再生計画（中小企業承継事業再生計画）の認定
制度を創設。

◆中小企業の事業再生に有効な「第二会社方式」◆中小企業の事業再生に有効な「第二会社方式」

第二会社方式のメリット
○金融機関の協力が得やすい
－債権放棄の手続が不要、税務

上の損金算入の手続も容易。

○スポンサーの協力が得やすい
－想定外債務のリスク遮断が
可能。

優良な
事業部門

不採算部門

優良な
事業部門

特別清算など

切り離し

中小企業

過剰債
務

存続

（事業譲渡）
（会社分割）

第二会社

課題①：第二会社が営業上の許認可を再取得する必要があ
る場合、事業期間に空白が発生。

課題③：事業取得などのために、新規の資金調達が必要。

課題②：事業用不動産等の移転に伴う税負担が発生。

措置①：事業に係る許認可を承継できる特例
認定要件として、雇用と取引先の維持を規定。

措置③：金融支援
日本政策金融公庫の低利融資（基準金利-0.9%）

信用保険の別枠化（普通:2億円、無担保:8千万円、特別小口:1250万円）

投資育成会社による出資対象範囲の拡大（資本金上限枠3億円の引上げ）

措置②：登録免許税・不動産取得税の軽減
登録免許税:(不動産登記)0.80%→0.20%など、各種税率を軽減。
不動産取得税:(土地)3.00%→2.50%、(建物)4.00%→3.30%に軽減。

◆「第二会社方式」が抱える課題に対する支援が必要◆「第二会社方式」が抱える課題に対する支援が必要

出資

優良な
事業部門

許認可

スポンサー

許認可

許認可

再取得が必要な

ケースがある

雇用 取引先

旅館業法、建設業法、火薬類取締法（火薬類製造業、火薬類販売業）、道路運送法（一般旅客
運送事業：貸し切りバス）、ガス事業法、熱供給事業法、貨物自動車運送事業法（一般貨物自
動車運送事業：トラック運送）
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許認可行政庁

支援措置①：許認可承継の特例支援措置①：許認可承継の特例

○ 旧会社の有する営業上の許認可が、事業とともに第二会社に承継される特例を措置する。

事前調整
○一定の手続きによる計画策定
○債権者調整・スポンサー発掘等
○経産大臣等の事前相談等

主務大臣
への計画

申請

主務大臣が
認定要件への
適合性を審査

主務大臣
の認定

許認可承継
の届出等

第二会社が
事業継続

事業を承継

許認可も承継

第二会社方式における許認可に関する課題

計画段階で許認可が得られることが確実となるため、スポンサー等の協力が促進される。
事業と一体的に許認可が承継されるため、空白期間が生じない。
ワンストップによって行われるため、手続きが簡素化。

＜手続の流れ＞

主務大臣が協議 主務大臣に同意

第二会社方式では、形式上新たな法人が事業を開始するため、営業上の許認可の再取得が必要なケースが存在。
このようなケースでは、許認可が確実に取得できるという予見性がないため、スポンサー等の協力が獲得しにくいという課題が発生。
また、手続きにコストや時間を要するため、事業再開に空白期間が生じるケースも存在し、資金繰りの悪化を招く。

具体的な措置の内容と効果

認定計画に従って第二会社が事業を承継した場合、併せて許認可が承継される制度を導入
－各業法における適正性を担保する観点から、計画の認定と同時に、許認可行政庁が事前審査を実施。
－特例の対象となる許認可の種類は、以下の業法を特例の対象として規定。

・旅館業法 ・建設業法 ・火薬類取締法 ・道路運送法 ・ガス事業法 ・熱供給事業法 ・貨物自動車運送事業法

業法上の適正性について審査

１～３ヶ月
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